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2 0 1 9 年 3 月 1 1 日 

在 チリ日 本大 使 館 経済 班 

チリ経 済 情 勢 報 告 （2019年 2月 ） 

 
１． 経 済 指 標  
（１） 経 済 活 動 指 数 （ IM ACEC ） －

前 年 同 月 比 2.4％増 －  
１月 のIMACECは前 年 同 月 比 2.4％，

（ 季 節 調 整 済 前 月 比 は 0.3 ％ ） と な っ た 。

営 業 日 数 は昨 年 と同 数 だった。鉱 業 は

前 年 同 月 比 ▲4.3％，鉱 業 以 外 の業 種

は 同 3.1 ％ と 引 き 続 き 好 調 。 な お ， 季 節

調 整 済 前 月 比 で は 鉱 業 は ▲3.6 ％ ， 非

鉱 業 部 門 は0.7％となった。 

 

 

（２） 消 費 －停 滞 している－  
①  １ 月 の 商 業 活 動 指 数 （ 実 質 ， INE 公

表 ） は ， 前 年 同 月 比 4.4 ％ ， 同 指 数 の 小

売 業 （除 く車 ）は同 0.4％となった。 

②  １ 月 の ｽ ｰ ﾊ ﾟ ｰ ﾏ ｰ ｹ ｯ ﾄ 販 売 額 （ 実 質 ，

INE公 表 ）は，前 年 同 月 比 0.4％となった。 

③  商 業 販 売 額 （ チ リ 商 工 会 議 所 公 表 ，

サンティアゴ首 都 圏 ，暫 定 値 ）は，12月 は

前 年 同 月 比 ▲0.6％となった。 

④  消 費 者 認 識 指 数 （CEEN 公 表 ）は１ 月

が 92 .8 と な っ た 。 現 状 指 数 は 111 . 9 ， 将 来

指 数 は86 .1となった。  

⑤  ２月 の新 車 販 売 台 数 は27,912台 （前 年 同 月 比 ▲5.1％）となった。  

 

＜概 要 ＞ 景 気 は好 調 であるものの，引 き続 き弱 い動 きがみられる。  
● 消 費 は，停 滞 している。  
● 生 産 は，工 業 は増 加 ，鉱 業 は減 少 。企 業 マインドは楽 観 的 である。  
● 失 業 率 は高 い水 準 にある。  
● 物 価 はおおむね横 ばいで推 移 している。  
● 貿 易 は黒 字 が続 いている。  
● 銅 価 格 は足 下 急 騰 ，為 替 はペソ高 に推 移 ，株 価 はおおむね横 ばい。  

先 行 きについては，各 種 政 策 ，世 界 経 済 の動 向 ，米 中 貿 易 摩 擦 等 による銅 価 格 及

び為 替 の動 向 が，チリ国 内 経 済 に与 える影 響 に引 き続 き留 意 する必 要 がある。 
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（３） 鉱 工 業 生 産 ， 電 力 － 工 業 は 増

加 ，鉱 業 は減 少 －  
１ 月 の工 業 生 産 指 数 は，前 年 同 月 比

2.7 ％ と な っ た 。 セ ク タ ー 別 で は 製 薬 が 前

年 同 月 比 寄 与 度 1.04 ％ ， 機 械 製 品 同

0.92 ％ と 増 加 に 寄 与 し た 一 方 ， 製 紙 が

同 ▲0.62％と減 少 に寄 与 した。  

１ 月 の 鉱 業 生 産 指 数 は 前 年 同 月 比

▲ 4.8 ％ ， 銅 生 産 量 は 同 ▲ 4.5 ％ と な っ

た。 

１ 月 の 電 力 指 数 は 前 年 同 月 比 ▲ 2.5％

となった。 

 

（４） 企 業 の業 況 判 断 －楽 観 的 －  
２ 月 の IMCE （ 企 業 業 況 判 断 指 数 ） は

54 .17ポ イ ント で， 前 月 差 3.50ポ イ ント とな

っ た 。 内 訳 を 見 る と ， 商 業 が 58.09 （ 同

2.07 ポ イ ン ト ） ， 鉱 業 が 63.39 （ 同 13 . 06 ポ

イント），製 造 業 は50.00（同 2 .21ポイント），

建 設 業 が47.86 （同 ▲1.72ポ イ ント）となっ

た。 

 

（５） 不 動 産 －増 加 している－  
１ 月 の 建 築 許 可 面 積 （ INE 公 表 ） は 前

年 同 月 比 0.8％（3か月 移 動 平 均 ）と増 加 し

ている。内 訳 を 見 ると，住 居 が同 ▲3.6％，

非 住 居 は同 13.8％と，となった。 

 

 

 

（６） 雇 用 －失 業 率 は高 い水 準 にある－  
11 ～ １ 月 期 の 失 業 率 は 6.8 ％ （ 前 年 同

期 差 0.26％）と，高 い 水 準 にあ る。前 年 同

期 比 で見 ると，労 働 力 人 口 は46 ,775人 増

加 （ 前 年 同 期 比 0.8 ％ ） ， 就 業 者 数 は

59 ,371 人 増 加 （ 同 0.6 ％ ） し ， 失 業 者 数 は

28 ,511人 増 加 （同 4.9％）している。就 業 者

数 を 職 業 別 に み る と ， 社 会 保 障 サ ー ビ ス

が 前 年 同 月 比 寄 与 度 0.46 ％ ， 教 育 が 同
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0 . 29％と増 加 に寄 与 する一 方 ，製 造 業 が同 ▲0.71％と減 少 に寄 与 している。 

１月 の賃 金 は，名 目 は前 年 同 月 比 3.8％，実 質 は同 1.6％となった。 

 

（７） 物 価 －おおむね横 ばいで推 移 －  
２ 月 の 消 費 者 物 価 指 数 （ 総 合 ） は ， 前

月 比 は0.0％，前 年 同 月 比 は1.7％となった。

品 目 別 に前 年 同 月 比 の動 きをみると挙 教

育 （4 .0％），住 居 ・電 気 ・ガス・水 道 （3 .7％）

が 上 昇 し てい る 一 方 ， 生 鮮 （▲ 0.8 ％） ， 通

信 （ ▲ 4.4 ％ ） が 下 落 し て い る 。 な お ， 消 費

者 物 価 指 数 （ コ ア ） は ， 前 月 比 0.3 ％ ， 前

年 同 月 比 2.0％であった。 

中 銀 ア ンケ ート (２ 月 ) に よるイ ンフ レ 期 待 は

1年 後 ：2 .8％（前 月 2.8％），2年 後 ：3.0％（前 月 3.0％）となっている。 

１ 月 の 生 産 者 物 価 （ 全 産 業 ）は ， 前 月 比 は▲1.8 ％， 前 年 同 月 比 は ▲0.2 ％ となっ た 。

製 造 業 が上 昇 （前 年 同 月 比 4.1％）し続 ける一 方 ，鉱 業 （同 ▲2.9％）が減 少 している。 

 

（８） 貿 易 －引 き続 き黒 字 －  
①  ２月 の輸 出 額 （FOB）は55 .5億 ドル（前

年 同 月 比 ▲ 12 .3 ％ ） と な っ た 。 内 訳 を 見

る と ， 鉱 業 品 28 .1 億 ド ル （ 同 ▲ 17 .6 ％ ）

（ 全 体 の 50 ％ ） ， 農 林 水 産 品 6.3 億 ド ル

（ 同 ▲12.2 ％） （ 全 体 の11.3 ％） ， 製 造 業

品 21.1 億 ド ル （ 同 ▲ 4.0 ％ ） （ 全 体 の 38 ％ ）

と な っ た 。 鉱 業 品 の う ち 銅 は 25.9 億 ド ル

（ 同 ▲ 18.6 ％ ） （ 鉱 業 品 輸 出 額 全 体 の

91％）となった。 

②  ２月 の輸 入 額 （FOB）は52 .7億 ドル（前

年 同 月 比 4.0％） とな った 。内 訳 （ CIF ）は，

消 費 財 17.6 億 ド ル （ 同 3.0 ％ ） ， 中 間 財 27.5 億 ド ル （ 同 ▲ 0.5 ％ ） ， 資 本 財 10.4 億 ド ル （ 同

14 .0％）となった。 

③  ２月 の貿 易 収 支 （FOB）は2.8億 ドルの黒 字 となった。 

 

（９） 対 日 ・中 ・韓 貿 易  
①  対 日 貿 易 （FOB ）：１ 月 の貿 易 額 は， 輸 出 額 7.4億 ドル（前 年 同 月 比 26 .2％），輸 入 額

1.9億 ドル（同 18 .6％），貿 易 総 額 では9.2億 ドル（同 24 .6％）となった。 

②  対 中 貿 易 （FOB ）：１ 月 の貿 易 額 は， 輸 出 額 22.7億 ドル（ 前 年 同 月 比 4.9％），輸 入 額

15 .0億 ドル（同 8.2％），貿 易 総 額 では37.6億 ドル（同 6.2％）となった。 

③  対 韓 貿 易 （ FOB ） ： １ 月 の 貿 易 額 は ， 輸 出 額 4.1 億 ド ル （ 前 年 同 月 比 5.7 ％ ） ， 輸 入 額
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1 . 4億 ドル（同 ▲4.3％），貿 易 総 額 では5.5億 ドル（同 2.9％）となった。 

 

２．市 場 の動 き 

（１） 国 際 銅 価 格 －足 下 急 騰 している－  
２月 の国 際 銅 価 格 は1ポンド2.76578ドル

（１日 ）で始 まった。中 旬 までは2.8㌦前 後 で

動 い て い た も の の ， 下 旬 に は 世 界 的 な 同

供 給 不 安 等 から銅 価 格 が急 騰 ，最 終 的 に，

月 末 に は 2.9648 ド ル （ 28 日 ） と 前 月 末 比

5.6％で終 了 した。 

２ 月 の 銅 在 庫 は ， 368 , 728 ト ン （ １ 日 ） で

始 まり，月 末 には407 , 804（28日 ）と前 月 末

より増 加 した。 

 

 

（２） 為 替 －ドル安 ペソ高 に推 移 －  
２ 月 の 為 替 は ， 1 ド ル 657 . 81 ペ ソ （１ 日 ） で

始 まった。米 中 貿 易 戦 争 に対 する懸 念 が薄

く，ドル安 の展 開 が続 いたものの，米 国 政 府

閉 鎖 や 低 調 な 米 経 済 を 背 景 に 一 時 的 に ド

ル買 いの展 開 も見 られた。649 . 92ペソ（28日 ）

と 前 月 末 差 16 .84 ペ ソ の ペ ソ 高 ド ル 安 で 終

了 した。 

 

 

（３） 株 価 －おおむね横 ばい－  
２ 月 の IPSA 値 （ サ ン テ ィ ア ゴ 主 要 株 式

指 数 ）は5454 . 03ポイント（１日 ）で始 まった。

月 末 に は5287 . 61ポ イ ント （28日 ）と，前 月

末 比 ▲2.2％で終 了 した。  
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3．経 済 トピックス 

（１） エスコンディーダ鉱 山 のコスト上 昇 ：報 道  
エスコンディーダ 鉱 山 の権 益 の５ ７％を 所 有 してい るBHP 社 の財 務 諸 表 に よると，「エ」

鉱 山 の製 造 原 価 は１ポンド当 たり１．１７ドルで昨 年 比 で１０％上 昇 した。上 昇 の要 因 は鉱

石 の品 位 の低 下 と人 件 費 の増 額 である。 

人 件 費 の高 騰 は昨 年 の労 使 紛 争 の結 果 であり，2 ,500名 の組 合 員 に対 し，7 ,000万 ド

ルの一 時 金 を支 払 ったことによる。 

同 社 に よ ると 「エ」 鉱 山 の 銅 鉱 石 の 品 位 は１ １ ％低 下 した 。 （ 当 館 注 ： エスコ ンデ ィ ーダ

鉱 山 の銅 品 位 は２０１７年 現 在 ０．５１％）。同 社 は，労 働 生 産 性 の改 善 と最 適 化 戦 略 に

より２０１９年 のコストはポンド当 たり１．１５ドルと見 込 み，最 大 １５％の品 位 の低 下 を相 殺

するとする。 

 「エ 」 鉱 山 の 収 益 は ２ ０ １ ８ 年 下 期 で 3,339百 万 ドルに なり ， 前 年 同 期 比 で ２ ３ ％の 減

収 となった。同 期 の税 引 前 純 利 益 は1,570百 万 ドルと前 期 比 で３８％減 少 した。 

 

（２） カセロネス鉱 山 に環 境 監 督 庁 が罰 金 ：報 道  

ＳＭＡは昨 日 ，カセロネス鉱 山 を管 理 するルミナカッパー社 （ＪＸ金 属 ・三 井 金 属 鉱 業 出

資 社 （ＰＰＣ社 ）及 び三 井 物 産 出 資 ）に対 し，ア タカマ州 におけ る「カ 」同 鉱 山 向 け 送 電 線

に 起 因 す る 違 反 行 為 ほか， 計 １ ８ 件 の 違 反 行 為 に つ い て 通 知 し た 。 違 反 行 為 の う ち１ １

件 が「重 大 な違 反 」，７件 が「軽 微 な違 反 」と指 摘 された。 

このような違 反 を行 った場 合 ，違 反 企 業 は環 境 認 可 （ＲＣＡ）を失 うとともに，預 託 金 が

没 収 される可 能 性 がある。また，この種 の累 積 違 反 による罰 金 は計 5,400万 米 ドルに達 す

る。 

違 反 行 為 には，尾 鉱 堆 積 場 からの水 の滲 出 を解 消 するために掘 削 された井 戸 の水 の

過 剰 ，かつ 認 可 目 的 外 の利 用 ，海 水 淡 水 化 施 設 からの不 給 水 などが挙 げられ，先 週 ，

水 道 局 （ＤＧＡ）もＳＭＡが指 摘 した井 戸 の半 数 （７カ所 ）に対 し罰 金 を科 している。 

さらに ，環 境 ア セスに 従 わない 尾 鉱 堆 積 場 の切 り 土 の建 設 が指 摘 されてい る。その結

果 は永 久 的 な尾 鉱 接 触 水 の帯 水 層 への滲 出 という環 境 破 壊 を引 き起 こすとされる。 

通 知 を受 け取 った「ル」社 には，１０営 業 日 中 のコンプライアンスに関 する計 画 書 及 び１

５営 業 日 以 内 の免 責 抗 弁 が求 められる。 

「ル」社 が環 境 法 令 違 反 で罰 金 を 科 されるのは初 めてではない 。２０１５年 ，コピアポ 川

流 域 の地 下 水 保 全 違 反 ほか認 可 外 設 計 に よる送 電 線 建 設 ，事 前 検 証 を しない 形 での

研 究 開 発 などを理 由 に76 .2億 ペソの罰 金 が科 されている。 

 

（３） 「フェイクニュース」に直 面 するチリ国 家 テレビ委 員 会 ：報 道  
１月 ２４日 ，最 高 裁 は，チリ・ビジョン（Ch i l e  V i s ion。全 国 無 料 放 送 を行 う大 手 放 送 局 ）

に対 し，市 民 であるＭ ．Ｖ 氏 を 殺 人 事 件 の加 害 者 と誤 認 させる嘘 のニュ ースをを 流 し たと

して，３２００万 チリペソ（約 ５００万 米 ドル）の賠 償 金 を命 じた。その男 はその事 件 に関 与 し

ておらず，被 害 者 を助 けるために車 を停 止 したという関 与 をしただけであった。この判 決 は，

ＣＮＴＶが２０１５年 に分 析 した事 例 である，チリ在 住 コロンビア人 の名 誉 と尊 厳 を侵 害 した

としたＴＶＮ（国 家 テレビ放 送 ）に罰 せられたという事 例 に似 ている。 

いわゆる「フェイクニュース」の含 む意 味 と危 険 性 がグローバルで議 論 されている時 代 に

お いて，このような状 況 は，憲 法 上 で 保 障 されてい るジ ャーナ リ スト の活 動 に 必 要 な 基 準

の重 要 性 を 我 々は考 えるべき である。この保 障 は，市 民 が「質 の高 い」情 報 ，つまり 完 全

で客 観 的 ，適 時 且 つ 真 実 である情 報 を 受 け取 る権 利 を含 む。真 実 性 の要 求 には，自 由

な世 論 の形 成 するた め，事 実 や情 報 源 の正 当 かつ 念 入 り な検 証 のもと，高 い 水 準 の妥

当 性 が要 求 される。 

ソーシャルネ ットワ ークが，ほんの数 秒 でメッ セージを 拡 散 させる時 代 に おい ては，「フェ
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イクニュース」の壊 滅 的 な力 はより大 きく，事 後 修 正 することは困 難 である。そして，我 々の

規 則 には「フェイクニュース」の拡 散 を抑 止 するためのいくつかのツールはあるが，過 失 によ

り広 まった 虚 偽 情 報 に起 因 して名 誉 が傷 ついた 損 害 やそ の感 情 の安 定 性 を 修 復 するこ

とはできない。 

チリでは，報 道 の自 由 に対 する尊 重 は，完 全 にその効 力 を発 揮 している。しかしすべて

の権 利 は義 務 を含 み，そのうちの一 つが責 任 あるジャーナリズムの行 使 である。これを 実

現 することは挑 戦 であ る。８５ ％（ママ）の人 々が無 料 のテレビ放 送 を 通 して情 報 を 得 てい

る国 においては尚 更 である。技 術 的 な変 化 にかかわらず，市 民 は依 然 としてテレビを通 じ

たジャーナリズムに信 頼 を託 しているため，テレビはより大 きな責 任 があると言 える。そして，

それはテレビが大 事 にしなければいけない財 産 である。 

 

（４） 中 国 フ ァ ー ウ ェ イ 社 及 び ア リ バ バ 社 に よ る チ リ で の デ ー タ セ ン タ ー 設 置 可 能 性 ： 報

道  
ラ米 地 域 のデータセンターを，チリに 設 置 する可 能 性 を 分 析 しているのは米 アマゾン社

だ け ではない 。 中 国 の ２ 大 テ ク ノロジ ー 企 業 であ るファ ーウ ェイ 社 及 びア リ ババ 社 もチ リ に

注 目 している。 

ファーウェイ社 の場 合 は，同 社 関 係 者 によると，現 在 ，中 国 本 社 に対 してチリへの大 規

模 投 資 ，つまりクラウドコンピューティングサービスに焦 点 を当 てたラ米 地 域 のデータセンタ

ー設 置 に関 する働 きかけを行 っている，とした。他 方 ，情 報 筋 によると，ブラジルとアルゼン

チンも候 補 となってい るとのことであ る。最 終 決 定 は２０ １９ 年 第 ２四 半 期 中 に 下 される予

定 。 

ファーウ ェイ 社 は，チリ 投 資 促 進 局 （Inves tCh i le ）と何 度 か会 合 を 行 ってい る。ロドリ ゲ

ス投 資 促 進 局 長 は，ファーウェイ社 は既 に チリにおいて重 要 な存 在 感 を示 している，なぜ

なら彼 らにとってチリは魅 力 的 な市 場 であ り，投 資 促 進 局 としては彼 らと常 に 将 来 的 なプ

ロジェクト開 発 についての話 し合 いを行 う，とした。 

しかし，ファーウェイ社 だけが（データセンターの）チリ設 置 を検 討 している会 社 ではない。

「ロ」局 長 は，昨 年 末 にLiu  Songアリババグループ副 社 長 と会 談 し，データセンター設 置 に

係 るチリ の利 点 に つ いて話 し合 った ，とした。なお，「ロ」局 長 は，米 国 に おいて，別 のアジ

アの大 企 業 の代 表 者 との会 合 も持 っていることがわかったが，その企 業 名 を明 かすことは

なかった。電 子 商 取 引 分 野 で世 界 最 大 企 業 の１つであるアリババ社 には，世 界 に１９のデ

ータセンターを持 っているが，ラ米 地 域 には持 っていない。 

現 在 ，チリ投 資 促 進 局 には，１０のデータインフラ・データセンターのプロジェクトがあり，

総 額 ２０億 米 ドル規 模 程 度 となっている。 

アマゾン社 のデータセンター設 置 候 補 となっているのは現 時 点 でチリとアルゼンチンであ

り，その投 資 は１０億 米 ドル規 模 となる見 込 み。アマゾンウェブサービス（AWS)社 ラ米 地 域

公 共 部 門 ビジネ ス開 発 マネジ ャーのAbby Dan ie l氏 は，チリ は引 き 続 き 候 補 の１つ として

検 討 している，と述 べた。 

 

（５） チリの鉱 業 の水 リサイクル率 ：報 道  
チリ鉱 業 協 会 （Sonami）に よると，チリの大 規 模 銅 鉱 山 の利 用 水 のリ サイクル率 は，２

０１ ７ 年 時 点 で最 大 ７ ６．５％に 達 し，昨 年 比 で１ ．１ポイ ント 増 加 した。また ，中 小 規 模 の

銅 鉱 山 では２年 連 続 で５９．５％になった。他 の金 属 （鉄 ，金 ，マンガン）鉱 山 では３４．２％。

鉱 業 全 体 では７３ ．６ ％となった。Sonam iは，この（リサイクル率 向 上 の）取 組 は技 術 的 な

レベルにとどまらず，国 際 的 な基 準 に達 した専 門 家 の育 成 を目 指 す企 業 のイニシアティブ

の継 続 がもたらしたものである，と評 価 している。 

他 方 ，鉱 業 界 のもう一 つの戦 略 は海 水 淡 水 化 である。大 規 模 鉱 山 会 社 はこの数 年 で

計 ８つ の海 水 淡 水 化 拠 点 を 設 立 するた め，多 大 な投 資 を 行 ってきた。その中 に は，２０１

８ 年 に 開 設 した エスコンディーダ 鉱 山 の海 淡 プラント（当 館 注 ：三 菱 商 事 ，JX金 属 ，三 菱
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マテリアルが出 資 。以 下 同 旨 ），銅 公 社 （Code lco ）の北 部 プラント，ア ントファガスタ・ミネ

ラル社 のセンチネラ鉱 山 （丸 紅 が出 資 ）のプラント，ＫＧＭＨ社 のシ エラ・ゴルダ鉱 山 （住 友

金 属 鉱 山 ， 住 友 商 事 が出 資 ）のプ ラント ，ド ミンガ 鉄 鉱 山 プ ロジ ェ クト のプラント が 含 ま れ

る。 

調 査 によると，銅 の採 掘 のための海 水 の利 用 量 は３．１立 方 メートル／秒 と前 年 比 で１

６ ．６ ％ 増 加 ， 他 の 金 属 や 非 金 属 の 採 掘 の場 合 は，０ ．２ 立 方 メート ル ／ 秒 であ った 。 海

水 の利 用 は多 大 なエネルギーを 費 やし，そ のコストは生 産 物 に 転 嫁 することになるが，業

界 は陸 上 由 来 の水 資 源 の利 用 を 減 らす傾 向 にあ る。２０ １７ 年 の鉱 業 部 門 全 体 の水 利

用 量 は１８．１立 方 メートル／秒 に達 し，前 年 比 で１．６％増 加 しているのにもかかわらず，

陸 上 由 来 の水 利 用 量 は１４．８ 立 方 メートル／秒 と，前 年 の１４ ．９立 方 メートル／秒 から

減 少 している。 

 

（６） ジャニェス・チリ外 務 省 国 際 経 済 関 係 総 局 長 のインタビュー：報 道  
DIRECON の ２ ０ １ ９ 年 の 主 要 な 取 組 は ， 署 名 済 み の 自 由 貿 易 協 定 の 議 会 承 認 及 び

将 来 の 自 由 貿 易 協 定 の 締 結 であ る ，DIRECON の 活 動 の 焦 点 は 自 由 貿 易 協 定 の 統 合

であり，世 界 貿 易 の不 確 実 性 からチリの多 角 的 分 野 での活 発 な活 動 を保 証 する重 要 な

手 段 である，と「ジャ」総 局 長 はいう。 

CPTPP は， 現 在 ， 下 院 で 審 議 が 進 められ てお り ， 香 港 と の 投 資 協 定 は 上 院 で 審 議 さ

れている。３ 月 にはブラジル，英 国 との協 定 が承 認 される見 込 みである。「ジャ」総 局 長 は，

チリが二 国 間 貿 易 協 定 を締 結 している１１カ国 のCPTPP加 盟 国 とは，CPTPPにより3,000

品 目 の 市 場 ア クセス が改 善 されると 説 明 しつつ ，た とえば，日 本 の農 産 品 に 対 する 輸 入

制 限 は一 例 であると強 調 する。さらに原 産 地 の累 積 ルールは既 存 の協 定 より 洗 練 され，

柔 軟 であると主 張 する。 

「ジャ」総 局 長 は，米 中 貿 易 戦 争 と特 定 の保 護 主 義 の動 きに関 連 があるとする。メルコ

スールが貿 易 面 で規 律 と保 証 に欠 けるとして，昨 年 ，チリはブラジルとの二 国 間 協 定 を締

結 した。「ジャ」総 局 長 は，ブラジルの政 府 調 達 はチリの１０倍 であり，それにチリの中 小 企

業 が参 入 できる，と説 明 する。また，電 子 商 取 引 にとって非 常 に重 要 なブラジルとのローミ

ング の自 由 化 も取 り 上 げられてい る。既 に 通 信 次 官 官 房 （ＳＵＢ Ｔ ＥＬ ）はこの問 題 に 取 り

組 んでいる。 

他 方 ，１月 に「ジャ」総 局 長 は欧 州 委 員 会 のマルムストローム委 員 らとの二 国 間 会 談 に

おいて，欧 州 連 合 との協 定 の近 代 化 について議 論 した。次 回 会 談 は３月 ～４月 頃 に行 わ

れ，乳 製 品 ，シリアル，コメ，オリ ーブオイルとい った 有 税 品 目 に ついて議 論 する予 定 であ

る。協 定 発 効 から１５年 経 過 した韓 国 との協 定 も近 代 化 の途 上 にある。農 水 産 品 を中 心

とする有 税 品 目 （500品 目 ）について交 渉 中 である。 

チリは７月 に太 平 洋 同 盟 首 脳 会 議 の臨 時 （pro  tempo re）の議 長 国 となり，豪 州 ，カナ

ダ，ＮＺ，シンガポールとの（準 加 盟 国 ）交 渉 を検 証 しつつ，太 平 洋 同 盟 とメルコスールとの

交 渉 にも注 力 する。 

ＡＰＥＣでは，チリは，デジタル経 済 ，サービス貿 易 ，人 の移 動 ，中 小 企 業 ，などに 焦 点

を当 てる。これらのテ ーマはＧ２０で日 本 が決 定 したものと一 致 しており，チリはデジタル社

会 とソサエティ５．０についてＡＰＥＣ及 びＧ２０において発 信 する，と「ジャ」総 局 長 は語 る。Ｉ

ＯＴやビックデータ，ブロックチェーンといったトピックスにおいて（ＡＰＥＣとＧ２０は）アジェンダ

を 共 有 してお り ，中 小 企 業 やジ ェンダ ー とい った 観 点 から，デジ タ ル経 済 の 波 に 乗 る 上 で

生 じている格 差 にどのように取 り組 むか，貿 易 （というトピックに）包 括 的 な観 点 を提 示 した

い，と「ジャ」総 局 長 は強 調 する。 

 

（７） コマツ製 作 所 チリ法 人 社 長 インタビュー：報 道  
（コマツからチ リ 鉱 業 に 対 する 期 待 を 問 わ れ）新 規 車 両 に つ い て「スーパーサイ クル」と

いえる需 要 は存 在 しないだろうと推 測 する。ラテンアメリカでは以 前 は約 1,000台 単 位 の車
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両 の受 注 があったが，今 は2010～2012年 のピーク時 の１５％程 度 の150台 程 度 しか売 れ

ていない。需 要 のリズ ムは改 善 しつつあるが中 古 車 両 の使 用 継 続 というトレンドは変 わら

ないであろう。 

（銅 価 格 の高 騰 はサプライヤーに転 化 しているかとの問 いに対 し）昨 年 から鉱 山 機 械 の

需 要 が 回 復 し始 めて おり ，そ の傾 向 は 今 後 も続 く と予 想 してい るが，そ の増 加 は比 較 的

緩 やかなものになると考 えている。銅 委 員 会 （Code lco）によると鉱 業 部 門 では530台 の新

規 ト ラックが必 要 とされているが，中 小 規 模 の鉱 山 だ と130台 がさらに 必 要 とされているも

のの，その利 用 は2021年 と2022年 に集 中 するとされる。いずれにせよ，現 在 ，回 復 はあり

えるであろうが，業 界 は需 要 の底 にある。 

（この状 況 は 南 米 の 他 国 でも 見 られるかと の問 い に 対 し）2018年 の最 初 の月 に 関 し て

はアルゼンチ ンの需 要 の大 幅 落 ち込 みもあり地 域 全 体 の需 要 は３２％減 少 した 。他 方 で

チリの需 要 は２３％増 加 してい る。チリでは機 械 の売 上 げはわずかに増 加 すると予 測 して

いるが，アフターマーケットは５％の伸 びを見 込 んでいる。 

（ 2019 年 の 投 資 計 画 に つ い て 問 わ れ ） ア ン ト フ ァ ガ ス タ に 2,100 万 ド ル の

re-manu fac tu r i n g用 の新 工 場 を建 設 する。2020年 後 半 に操 業 開 始 予 定 。また，コンセプ

シ ョ ン とア ルト ホ ス ピシ オ に ２ つ の 建 設 プ ロジ ェクト （ 1 ,830 万 ドル） があ り ，ラテ ンア メリ カ 全

体 ではこのほかコロンビア（バランキージャ）1 ,700万 ドル，メキシコに500万 ドルの投 資 を行

っている。 

Joy  G loba l社 との経 営 統 合 はどのような相 乗 効 果 を 生 んでい るかとの問 いに 対 し（当

館 注 ：2016年 に 当 該 米 社 を 約 3,036億 円 で買 収 す ると 発 表 し， 2017年 に 買 収 を 完 了 ））

製 品 ラインナップを拡 大 したことはポジティブであった。コマツの有 していないドリル，ケーブ

ル シ ャ ベ ル ， ド ラ グ ラ イ ン ， そ し て 自 社 製 品 を 補 完 す る 大 型 ロ ー ダ ー を 加 え る こ と が 出 来

た。 

（鉱 山 に お け る 自 動 ト ラッ クの 導 入 か ら10 年 経 過 した が ， 将 来 ，人 力 運 転 から 完 全 に

置 き換 えることが出 来 るかとの問 いに対 し）自 動 輸 送 システムを搭 載 したトラックは既 に世

界 で140台 以 上 あるが，迅 速 な導 入 には至 っていない。理 由 として，一 つは現 在 使 われて

いるトラックが現 役 かつ広 く使 われていること，もうひとつの理 由 は各 社 の文 化 的 な問 題 で

あり ，シ ステ ム の更 新 には時 間 がかかると い うことであ る。しかし ながら，今 日 ，ロボ ッ ト 工

学 はますます身 近 になり日 常 生 活 の一 部 となっている。このため，鉱 山 で自 律 運 転 のトラ

ックを運 用 することは異 例 のことではなくなっている。 

 

（８） 2018 年 対 外 直 接 投 資 ：報 道  
【2018年 直 接 投 資 概 要 】 

○2018年 の対 チリ直 接 投 資 額 は82.2億 米 ドル（前 年 比 28.1％増 ）。 

○３年 ぶりの増 加 となった一 方 ，過 去 10年 で２番 目 の低 水 準 。 

○エコノミスト は 増 加 の要 因 を ， 銅 価 格 の回 復 及 び鉱 山 企 業 の高 収 益 に よ るもの， と

分 析 。 

○一 方 でエコノミスト は，見 通 しについて，過 去 のような投 資 ブームがあ るわけではない

とし，2018年 は増 加 に 転 じた ものの，傾 向 は緩 やかだ とした 上 で，このような状 況 が来 年

も続 くとは限 らない，としている。 

○直 接 投 資 ＝再 投 資 収 益 ＋資 本 持 分 ＋債 務 証 書 で構 成 され，再 投 資 収 益 がほとん

どを占 めた。詳 細 なシェア，金 額 推 移 は別 添 グラフを参 照 されたい。 

 

2018年 の直 接 投 資 額 は，82 .2億 米 ドルに 達 した 。前 年 と比 べ，28 .1％の増 加 となった 。

これは３年 ぶりの増 加 となり，2011年 以 降 で最 大 上 昇 幅 となったが，実 額 は過 去 10年 間

でみても２ 番 目 に低 い 水 準 となった。なお，この金 額 は，海 外 投 資 家 がチリの会 社 または

債 務 に 対 して ，あ る 程 度 の 支 配 力 を 行 使 する 国 境 を 越 え る 取 引 を ま とめた 国 際 収 支 統

計 によるもので，例 えばＳＱＭ社 売 却 等 は外 国 企 業 間 の取 引 のため，統 計 に含 まれない
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ことに留 意 が必 要 。 

海 外 直 接 投 資 は，３つの要 素 で構 成 されている。１つ目 は，2018年 の資 本 フローのうち

95％を 占 めてい る ， 再 投 資 収 益 であ り ， 78 .0 億 ドルに 達 した 。 こ の項 目 は2012 年 に 過 去

最 高 額 である108 . 1億 米 ドルに達 している。セルヒオ・レーマン・BCIエコノミストは，銅 価 格

の回 復 と鉱 山 企 業 が高 収 益 を上 げたため，と説 明 した。 

2018年 の直 接 投 資 額 は，2011～15年 の平 均 額 である約 240億 米 ドルからはほど遠 い

数 字 となっている。専 門 家 は，投 資 額 の高 かった頃 は，鉱 山 への投 資 ブームであり，この

頃 は新 規 プロジェクトや既 存 プロジェクトの拡 大 が行 われた，と述 べ，傾 向 を読 み解 くこと

が重 要 であり， 2018年 は増 加 に転 じたもの，その傾 向 は緩 やかになる，と述 べた。さらに，

2018年 の直 接 投 資 の増 加 が，今 後 も続 くとは限 らないとしている。 

２つ目 は，資 本 持 分 であり，2018年 は19.2億 米 ドルに達 した。この項 目 は2009年 以 来

の低 水 準 となり，前 年 比 ▲１％の減 少 及 び４年 連 続 で減 少 となった。３つ目 は，債 務 証 書

で，2018年 は▲15億 米 ドルとなっており ，「フ」氏 は，チ リ 企 業 の財 務 部 門 に 外 国 人 投 資

家 が存 在 することを示 しており，海 外 の債 券 を取 得 している，と説 明 した。 

2018 年 の 直 接 投 資 額 の 回 復 は ， 上 半 期 に 起 き た も の で ， 投 資 フ ロ ー は 上 半 期 で は

160％増 加 ，下 半 期 では減 速 した。ワルド・リベラス・スコティアバンクシニアエコノミストによ

ると，2018年 に 入 って，チリの負 債 として計 上 されてい る対 外 直 接 投 資 の約 半 分 は最 初

の４ か月 に 集 中 して おり ，11月 に 計 上 され た40億 米 ドルの計 上 がなければ全 体 額 は さら

に少 なくなっていた，と述 べた。また，このところ外 国 人 投 資 家 によるソブリン債 の購 入 もみ

られ，特 に欧 州 諸 国 は，チリへの直 接 投 資 では高 いプレゼンスを見 せている，とも述 べた。 

 

（９） チリ経 済 先 行 き懸 念 ：報 道  
2018 年 の 経 済 成 長 率 は ４ ％ に 達 す る と み ら れ て い る も の の ， 2018 年 12 月 の IMACEC

（商 業 活 動 指 数 ）が市 場 予 測 よりも低 い2.6％となったことを受 け，2019年 の経 済 成 長 率

見 通 しは3.5％と先 月 予 測 より 0.1％ポイ ント 減 少 した 。この値 は財 務 省 の3.8％よりも低 く，

（中 銀 が昨 年 12月 に公 表 した）IPoM（金 融 政 策 レポート）の3.25～4 .25％の中 間 点 となっ

た 。 そ の 他 の 主 要 指 標 に つ い て は ， １ 月 IMACEC は 2.8 ％ ， 2019 年 １ － ３ 月 期 の GDP が

3.0％となっており，前 四 半 期 から下 方 修 正 となっている。 

経 済 学 者 は，この下 方 修 正 について，米 中 貿 易 摩 擦 による国 際 経 済 の不 確 実 性 と税

制 改 革 の遅 れに よるものだ と指 摘 する。ア ント ニオ ・モ ンカ ド・BCI エコノミストは，鈍 化 し て

いる労 働 市 場 ，賃 金 上 昇 から，不 確 実 な外 部 環 境 （ブレグジット，米 中 貿 易 摩 擦 ），税 制

改 正 の承 認 遅 れ，民 間 消 費 の低 迷 がみられる，と述 べた。 

イ ン フ レ に 関 し て も 市 場 予 測 は 弱 気 で ， ３ か 月 連 続 で 下 方 修 正 と な り ， ２ 月 に お け る

2019年 12月 時 の予 測 は前 年 同 月 比 2.7％（参 考 ：昨 年 11月 の同 予 測 ：3.0％，同 12月 ：

2 . 9％，１月 ：2 .8％）となったが，中 銀 が目 標 とする３％には2020年 末 には達 成 するとの見

通 しは 変 わ ってい ない 。「モ 」氏 は ，中 銀 は３ 月 公 表 予 定 の IPoM で政 策 金 利 に 対 する 現

在 の市 場 の期 待 と運 用 上 の前 提 を 一 致 させながら，金 融 正 常 化 のト ーンを 和 らげていく

だろう，と述 べた。 

 

（１０） 南 米 主 要 都 市 の住 宅 価 格 比 較 ：報 道  
【住 宅 価 格 調 査 の概 要 】 

○サンテ ィア ゴ，メキシ コシテ ィ，ボ ゴダ ，リ マの４ 都 市 の比 較 調 査 を 民 間 不 動 産 コンサ

ルティング会 社 が行 った。 

○ 住 宅 （ 一 戸 建 て ） に 関 し て ， １ 平 方 メ ー ト ル あ た り の 価 格 が 高 い 順 に ， サ ン テ ィ ア ゴ

（1 ,694米 ドル），ボゴダ（1,483米 ドル），リ マ（984米 ドル），メキシコシテ ィ（631米 ドル）とな

った。 

○マンションに関 して，１平 方 メートルあたりの価 格 が高 い順 に，メキシコシティ（2 ,354米

ドル），サンティアゴ（2 ,263米 ドル），リマ（1 , 598米 ドル），ボゴダ（1 ,169米 ドル）となった。 
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○サンティアゴは，土 地 が狭 いため，特 に高 級 住 宅 地 では単 位 あたりの価 格 がより高 く

なる。 

○サンティアゴで地 価 が高 い理 由 は，高 級 住 宅 街 ・郊 外 が都 市 中 心 地 に対 してアクセ

スが比 較 的 良 い点 ，所 得 水 準 が高 く，住 宅 に対 する消 費 者 の購 買 意 欲 が高 いことにより

価 格 上 昇 が起 きている点 が挙 げられる。 

 

サンティアゴの新 築 住 宅 やアパートの価 格 が近 年 上 昇 している。土 地 不 足 ，許 可 申 請

に 対 す る 付 与 の 遅 れ ，2010 年 震 災 に よ る 建 築 需 要 ， 住 宅 売 却 に 対 す る 付 加 価 値 税 の

適 用 が主 因 と考 えられる。 

T insa社 （民 間 不 動 産 コンサルティング会 社 ）による2018年 第 ４四 半 期 のサンティアゴ，

メキシコシティ，ボゴダ，リマの４都 市 における住 宅 価 格 状 況 調 査 によると，１平 方 メートル

あたりの平 均 住 宅 価 格 は，サンティアゴが最 も高 く，1 ,694米 ドル，次 いでボゴダ（同 1，483

米 ドル），リ マ（同 984米 ドル），最 後 がメキ シ コシテ ィ（同 631米 ドル）となった （４ 都 市 平 均

は942米 ドル）。 

この４都 市 を比 較 したときにさらにサンティアゴに特 徴 的 なことは，他 の３都 市 に 比 べて

小 さい点 である。例 えばとある高 級 住 宅 地 で比 較 してみると，サンティアゴのある宅 地 では，

１億 6000万 チリペソから２億 5400万 チリペソの価 格 帯 の住 宅 があるが，これらの家 屋 の広

さの平 均 は136平 方 メートルで，１平 方 メートルあたり2,360米 ドル（1 ,573 , 412チリペソ，１ド

ル＝666 .7チリペソ）一 方 ，ボゴダでは同 価 格 帯 で平 均 214平 方 メートル，１平 方 メートルあ

たり1,385米 ドル（923 , 379チリペソ）となった。平 均 で計 算 すれば前 者 は約 ２億 1300万 チリ

ペソ，後 者 は１億 9700万 チリペソとなる。 

「T」社 のファビアン・ガルシア氏 は，サンティアゴの人 口 密 度 の高 さが上 記 のような価 格

を 引 き 起 こしてい るとした 上 で，メキシ コシ ティ郊 外 のマンショ ンは中 心 地 から何 時 間 も離

れたところに 在 るが，サンティアゴでは地 下 鉄 などでより 中 心 地 へのアクセスが容 易 となっ

ていることが，単 位 あ たり価 格 を 押 し上 げている，と述 べた 。さらに，比 較 対 象 ４ 都 市 のな

かでもサンティアゴの所 得 水 準 が高 いことも影 響 していると追 加 する。不 動 産 の価 値 は都

市 部 に住 む人 々の購 買 意 欲 にも関 連 しているとし，彼 らの所 得 が影 響 を与 えている。チリ

では高 いがペルー，コロンビアでは低 い，と説 明 した。 

同 様 の現 象 はマンションの価 格 を見 ても同 様 である。一 番 高 いのはメキシコシティで，１

平 方 メートルあたり2 ,354米 ドル，次 いでサンティアゴが同 2,262米 ドルとなっており，次 いで，

リマが同 1,598米 ドル，ボゴタが同 1,169ドルとなった （４ 都 市 平 均 は1,767米 ドル）。一 方 ，

２ 億 5000 万 ペ ソ 以 上 の 高 価 格 帯 で は ， マ ン シ ョ ン 全 体 の 総 価 値 は サ ン テ ィ ア ゴ で は

568 , 604米 ドルなり，メキシコシティの751 ,717米 ドルに対 してより差 が開 いた形 となった。 

2018年 下 半 期 で販 売 された不 動 産 （住 宅 及 びマンション）数 は，サンティアゴが最 も多

く10 ,450件 ,次 いでボゴダの8,948件 ，メキシコシティの6,440件 となり，リマのは第 ４四 半 期

のみで2,674件 となった。 

 

（１１） 当 地 在 住 外 国 人 増 加 関 連 ：報 道  
【エコノミストの見 解 】 

○ 今 回 の 調 査 結 果 で ， 移 民 の 大 半 が い わ ゆ る 働 き 盛 り 世 代 （ 20 ～ 39 歳 が 全 体 の 約

60％）であることが判 明 した。 

○在 住 外 国 人 増 加 により，労 働 市 場 は供 給 過 剰 の状 態 に陥 ると指 摘 。 

○移 民 はチ リ 人 より 高 度 な 教 育 を 受 け て お り ， 労 働 市 場 のダ イ ナ ミズ ム も 影 響 を 受 け

る。 

○労 働 供 給 過 剰 により賃 金 上 昇 が頭 打 ちとなっている。 

○他 方 で人 口 構 成 の変 化 によって生 産 性 にプラスの影 響 が見 込 まれる。 

 

内 務 省 外 国 人 ・移 民 部 及 び国 家 統 計 院 （INE）から公 表 された2018年 12月 31日 時 点
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のデータでは，チリに は1,251 ,225人 の外 国 人 が在 住 しており ，これは人 口 の6.6％，2017

年 国 勢 調 査 （ CENSO2017 ）の 結 果 (746 , 465人 )から 67 .6 ％ 増 加 となった 。 内 訳 では 20 ～

39 歳 が 全 体 の 約 60 ％を 占 めてい る（ 注 ： 往 電 第 143 号 及 び 第 260 号 参 照 ）。 彼 らは 活 発

な労 働 者 であり，今 後 労 働 市 場 に影 響 を与 えると考 えられる。 

体 的 に はチ リ 経 済 が 吸 収 で き るだ け の 労 働 力 以 上 の 労 働 力 供 給 が あ る こ と （か つ 雇

用 創 出 が政 府 目 標 よ り 低 い 現 状 下 ）で 失 業 率 は 今 後 改 善 せず ，かつ 労 働 力 の 供 給 過

多 となることが予 想 される。 

また移 民 が概 してチリ 人 よりも高 い 教 育 水 準 を 有 していることは新 しいファクターであり，

労 働 市 場 のダイナミクスに大 きな影 響 が見 込 まれる。 

（移 民 増 加 による労 働 力 供 給 増 加 につき）セルヒオ・レーマン・BCIエコノミストは，労 働

供 給 が増 加 するにつれ，賃 金 上 昇 が頭 打 ちになっていると分 析 できる，とする。国 家 統 計

院 によると，実 質 賃 金 上 昇 率 はたったの1.2％であった。エコノミストは，2018年 の経 済 成

長 率 予 測 が4.0％であ るのに対 し，2019年 は3.5％予 測 であることから，経 済 全 体 の成 長

が昨 年 に 比 して 縮 小 することが見 込 まれる 以 上 ， 賃 金 に つ い ても大 き な改 善 は 見 られな

いのではないかと推 測 する。 

他 方 で（前 述 のとおり ）失 業 率 への悪 影 響 は見 込 まれず，また（若 い 世 代 の移 民 の増

加 による）人 口 構 成 及 び（産 業 ）構 造 の変 化 が生 産 性 の面 でチリ経 済 にプラスの影 響 を

もたらすであろう，とする。 

（当 館 注 ：上 記 労 働 市 場 に係 る議 論 とは別 の側 面 として，サンテリセス保 健 大 臣 の発

言 を 引 用 する 形 で）14日 発 表 された 2019年 のチ リ 国 内 のHIV新 規 感 染 者 数 に 関 する統

計 に よると ，2018年 は 新 た に 6948件 の新 規 感 染 が 記 録 されてお り ，これは2017年 より も

1132件 多 い結 果 となった。この増 加 分 の大 半 を外 国 人 患 者 が占 めており（チリ人 の感 染

者 数 については昨 年 から大 きな変 化 無 し），HIVに 感 染 した 外 国 人 がチリに 移 住 してき た

ことで右 増 加 が記 録 された，とする。サンテリセス大 臣 は今 後 HIV感 染 の外 国 人 患 者 を特

定 し，他 国 にない無 料 かつ最 新 のチリの医 療 システム下 で治 療 する対 応 を取 っていくと述

べた。 

 

（１２） 自 動 車 税 収 入 の増 加 ：報 道  
【概 要 】 

○グリーン税 による自 動 車 税 収 入 は前 年 比 8.5％の約 699億 ペソとなった。これは新 車

販 売 が昨 年 比 15 .6％増 となったことが要 因 と考 えられる。 

○当 該 税 は主 にガソリン車 に課 税 され，消 費 者 への外 部 不 経 済 に対 する課 税 といった

側 面 が見 られる。ディーゼルエンジンを主 に搭 載 しているトラックなどの商 用 車 は対 象 外 と

なっており，またタクシー運 転 手 も還 付 を受 けることが出 来 る。 

○財 務 局 長 は，税 収 増 加 について，自 動 車 市 場 のダイナ ミズム だけでなく，大 気 汚 染

に対 する課 税 策 として有 効 であることを示 していると述 べた。 

○新 車 販 売 の 影 響 はさらに ， 高 速 道 路 交 通 量 も 首 都 圏 で 2.2％， 都 市 間 で 14 .9％ 前

年 から増 加 した。 

 

2018年 の新 車 販 売 台 数 は417 ,038台 で前 年 比 15 .6％増 となった。好 調 な新 車 販 売 を

背 景 に，自 動 車 におけるグリーン税 の徴 収 額 は，約 699億 ペソ（前 年 比 8.5％増 ）に達 した。

ヒメナ・エルナンデス・財 務 局 （Teso rer i a  Gene ra l  de  l a  Repubu l i ca）局 長 は，グリーン税

の増 収 はチリ 自 動 車 市 場 の大 きなダ イナミズムを 示 してい るだけ でなく，汚 染 に 関 連 する

これらの税 制 の有 効 性 も示 している，と述 べた。 

グリーン税 制 は2014年 の税 制 改 革 で誕 生 した もので，窒 素 酸 化 物 の排 出 ，性 能 パフ

ォーマンス，小 売 価 格 の３ 要 素 で決 まる。全 ての自 動 車 が登 録 簿 の対 象 となるが，例 外

とし てト ラッ クなど の 作 業 用 車 両 の 所 有 者 は支 払 い を 免 除 され る。また ， タクシ ー の 運 転

手 は，還 付 を受 けることができる。 
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2018年 は404 ,164台 のうち，21 . 5％の87 ,049台 が支 払 いを免 除 された。支 払 免 除 車 両

の約 76％がディーゼルエンジン搭 載 車 である（注 ：トラック等 の作 業 用 車 両 が支 払 免 除 と

なるため）。燃 料 の種 類 に応 じて税 額 を計 算 し直 すと，ディーゼル車 の支 払 い額 は平 均 約

75 万 ペ ソ ， ガ ソ リ ン 車 は 平 均 15 万 ペ ソ と な っ た 。 ま た ， 還 付 を 受 け た タ ク シ ー 運 転 手 は

7,255人 と昨 年 から約 200人 増 え，還 付 総 額 も18 .8億 ペソから25 .6億 ペソに増 加 した。 

また ，財 務 省 予 算 局 （Dip res ）に よると，2018年 度 の燃 料 税 収 入 は前 年 比 3.5％増 の

約 25億 ４千 万 ドルとなった。この税 額 は2018年 の総 税 収 の５％を占 める。さらに，国 家 統

計 院 （INE）によると，首 都 圏 高 速 道 路 の交 通 量 は前 年 比 2.2％増 加 ，都 市 間 高 速 道 路

の通 行 量 は前 年 比 14 .9％増 加 となった。 

 

（１３） 再 生 可 能 エネルギーによる発 電 の増 加 ：報 道  
２ ０ １ ９ 年 １ 月 の 非 従 来 型 再 生 可 能 エ ネ ル ギ ーの 発 電 量 は 1,222Gwhに 達 し， 前 年 同

月 比 で４ ． ４ ％ 増 ，か つ ， 同 月 で 過 去 最 高 を 記 録 した 。そ の 結 果 ， 総 発 電 量 に 占 め る 再

生 可 能 エネルギーの割 合 は１７．８％から１８．７％に増 加 した。 

これらの増 加 は太 陽 光 及 び風 力 発 電 所 の増 設 によるものであり，２０１８年 中 に800Mw

を 超 え る 新 規 稼 働 が 寄 与 し てい る 。 再 生 可 能 エネ ル ギ ーに よ る 発 電 のピ ー クは １ 月 １ 日

午 後 ３時 ，４０．９％である。これは，一 年 で最 も需 要 の低 い日 であることから，最 も安 価 な

電 力 である再 生 可 能 エネルギーを調 達 すべきとの国 家 電 力 コーディネーターの方 針 の結

果 である。 

チ リ 再 生 可 能 エネ ル ギ ー 協 会 （ Acera ）に よ ると ，２ ０ １ ９ 年 中 に 操 業 開 始 予 定 の 再 生

可 能 エネルギー発 電 所 の合 計 キャパシティーは1,200Mw以 上 あり，２０２５年 までにチリ国

内 に おけ る再 生 可 能 エネルギ ーのシ ェア を ２０％に するとい う目 標 の実 現 は近 づきつ つあ

る。かかる目 標 実 現 に関 し，Aceraは排 出 税 関 連 の補 償 スキームの見 直 しを推 進 する考

えを 有 してい る。現 在 このスキームに より ，再 生 可 能 エネ ルギ ーの会 社 が（当 館 注 ： 温 室

効 果 ガスを 排 出 していない にも関 わらず）補 償 金 （当 館 注 ：排 出 税 ）を 支 払 わなけ ればな

らない事 態 が発 生 しているためである（当 館 注 ：当 国 の排 出 税 は，発 電 電 力 量 が売 電 契

約 の電 力 量 を下 回 った場 合 に発 電 事 業 者 が不 足 分 をスポット電 力 市 場 で調 達 した結 果 ，

その調 達 価 格 がスポット市 場 における取 引 時 の瞬 間 電 力 量 毎 に定 められているマージナ

ルコスト （下 限 電 力 価 格 ）を 上 回 った 場 合 は，そ の差 額 分 にも課 税 されるとい う仕 組 みを

有 してい る。従 って発 電 事 業 者 が再 生 可 能 エネルギ ーを 用 い た発 電 を 行 う会 社 であって

も上 記 の場 合 では排 出 税 がかかる。） 

こ の ほ か ， 再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー の 導 入 に 影 響 を 及 ぼ す フ ァ ク タ ー と し て チ リ 北 部 の

Cardones-Po lpa i co送 電 線 がある。同 送 電 線 の工 事 を担 当 するInte rCh i l e社 はエネルギ

ー省 に新 たな完 工 遅 延 の届 け出 を行 った。この遅 延 は６か月 以 上 かかる可 能 性 がある。

Aceraは，本 プロジェクトはチリで最 大 規 模 のものであり，遅 延 の可 能 性 は予 見 されていた

ものの，完 工 期 限 は 非 常 に 重 要 な意 味 を 持 ち，完 工 の確 信 が 得 られない 状 況 は，少 数

者 の利 益 保 全 のため国 家 全 体 の数 百 万 ドルの投 資 が遅 れることであり，まったく望 ましく

ない状 況 である，と語 る。完 工 の遅 れは２０１８年 において500Gwhの再 生 可 能 エネルギー

発 電 の機 会 損 失 となり，多 くの再 生 可 能 エネルギー発 電 所 に悪 影 響 をもたらしたとAcera

は分 析 する。 

 

（１４） 好 調 なサーモン輸 出 ：報 道  
中 央 銀 行 の 統 計 に よ る と ， 2019 年 １ 月 の サ ー モ ン 輸 出 額 は ６ 億 ド ル （ 前 年 同 月 比

8.3％増 ，前 月 比 26.3％増 ）に 達 し，2003年 以 降 最 高 の数 字 となった。2018年 の輸 出 額

は47.3億 ドル（前 年 比 13.7％増 ）となった 。アルト ゥーロ・クレメント ・Sa lmonCh i l e社 長 は，

この輸 出 額 増 加 は日 本 への出 荷 数 の伸 びに支 えられている，また，新 興 市 場 である中 国

も影 響 している，と述 べた。 

「ク」氏 は，35％の輸 出 シ ェアを 持 つ 米 国 での価 格 上 昇 も理 由 の一 つ とし，そ の結 果 ，
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ブラジ ルでも改 善 が 見 られた と述 べ，また ，ノルウ ェーの輸 出 減 も後 押 しを した と述 べ た。

そ の上 で， 「ク」 氏 は， チ リ のサーモ ン 供 給 が本 年 ６ ％ 増 加 する と 予 測 してお り ，こ れ は 世

界 の需 要 とほぼ一 致 している。特 に，現 時 点 で一 人 あたりサーモン消 費 量 が少 ない中 国

への輸 出 増 加 が 見 込 まれるこ とに よるも のとしてい る。 中 国 で は，サーモ ン養 殖 を 始 めて

いるとの話 もあるが，チリと競 合 する事 態 は今 後 数 年 間 は起 きないとの見 込 みである。 

サーモ ン 業 界 は 過 去 10 年 の 間 に ISAウ イ ルスに よ る 大 き な 危 機 に 直 面 し，チ リ 南 部 で

の損 失 と 失 業 者 増 を 引 き 起 こした 上 ，2016年 に は赤 潮 に より ， 供 給 量 が減 少 した 。 これ

以 降 の３年 間 でサーモン養 殖 業 は回 復 し，現 在 では環 境 的 に も好 調 を維 持 している。特

に 昨 年 は 業 界 内 で の 企 業 買 収 な ど 様 々な 契 約 締 結 も あ った こ と から ， 業 界 の 統 合 年 と

言 われた。こういった業 界 全 体 における結 果 として，2018年 は株 価 が上 昇 した。今 日 まで

で見 ると，Blumar社 で15％，Sa lmons  Camanchaca 社 で2.2％増 加 した ものの，その他 の

業 者 では減 少 となった。 

 

（１５） 2019 年 第 １四 半 期 経 済 見 通 し：報 道  
【概 要 】 

○2018年 は４％成 長 を達 成 したが，2019年 初 頭 の経 済 見 通 し について，民 間 エコノミ

スト は低 成 長 （2019年 １ 月 IMACEC前 年 同 月 比 2.8％増 ，同 年 第 １ 四 半 期 2.6％増 ：８ 機

関 の平 均 値 ）を予 測 する。 

○2 .6％成 長 は2017年 第 ３四 半 期 以 来 の低 成 長 。 

○悲 観 的 な予 測 の理 由 として，エコノミスト は，貿 易 統 計 などの足 下 公 表 済 の経 済 指

標 値 が芳 しくないこと，経 済 活 動 に昨 年 と比 べ活 発 でないこと，昨 年 が高 成 長 であったウ

ラが見 られることを理 由 としている。 

○他 方 ，楽 観 的 な見 通 しを するエコノミスト もおり ，８ 機 関 中 ２ 機 関 で第 １ 四 半 期 3.0％

成 長 をすると予 測 している。 

 

2018 年 は ４ ％ 成 長 （ 経 済 活 動 指 数 （ IMACEC ） に よ る ） を 達 成 し た も の の ， 12 月 の

IMACECは 予 測 を 下 回 る 値 と なっ た こ と か ら， 2019 年 の 経 済 成 長 に マイ ナ スの 影 響 を 及

ぼす見 込 みである。実 際 のところ，１月 は▲0.4％減 となった発 電 量 や，大 きな数 字 の動 き

がなかった輸 出 入 の指 標 をみると，年 初 はあまり大 きな動 きが見 られないと予 想 される。 

上 記 を 踏 ま え ， エ コ ノ ミ ス ト は ， １ 月 の IMACEC は 前 年 同 月 比 2.8 ％ 増 ， 第 １ 四 半 期 で

2.6％と予 測 する。こ れは2017年 第 ３ 四 半 期 以 来 の低 成 長 率 であ り ，2019年 を 通 じ て一

番 低 い成 長 率 になると予 測 している。2019年 の成 長 率 見 通 しは3.5％を維 持 するとみられ

るが，財 務 省 の3.8％，中 央 銀 行 の3.25～4 .25％よりも低 い値 となっている。 

バレンティナ・ロセジ・Econsu l tチーフエコノミストは，発 電 量 と貿 易 収 支 統 計 から，１ 月

のIMACEC予 測 を下 方 修 正 したと述 べ，アレハンドロ・フェルナンデス・Gem inesエコノミスト

は，比 較 基 準 の影 響 （当 館 注 ：2018年 第 １ 四 半 期 の前 年 同 期 比 が高 かった こと）から，

より低 水 準 となるだろう。我 々は2.5％と見 ている，と述 べた。さらに，他 のエコノミストから，

昨 年 同 時 期 の経 済 活 動 は今 年 の同 時 期 とよりもはるかに大 きかった，などと言 った悲 観

的 なコメントがあった。一 方 で楽 観 的 な意 見 としては，第 １四 半 期 は３％成 長 し，第 ２四 半

期 よりも良 い値 となる，といったコメントがあった。 

 

（１６） ５Ｇの入 札 プロセス開 始 の決 定 ：チリ運 輸 通 信 省 発 表  
１ ＳＵＢＴＥＬプレスリリース（２５日 付 け） 

（１ ）本 日 （２ ５ 日 ），運 輸 通 信 省 は，モ バイ ル・ワ ールド・コング レス（MWC19）（注 ：バル

セロナ で毎 年 開 催 さ れる世 界 最 大 級 のモ バイ ル関 連 展 示 会 ） にお い て，５ Ｇネ ット ワ ーク

の入 札 （周 波 数 割 当 て）プロセス開 始 の決 定 につい て発 表 した。チリ全 国 での利 用 可 能

とした，700MHz帯 から3.5GHz帯 の間 の60MHzを対 象 としたものである。 

（２ ）近 々，パブリッ ク・コンサルテ ーショ ンがＳＵＢ Ｔ ＥＬウ ェブサイト 上 で発 表 される予 定
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（注 ：報 道 によると３月 末 予 定 ）であり，この新 たな周 波 数 帯 に関 する意 見 を募 集 する。 

（３）フット運 輸 通 信 大 臣 は，我 々は，ユーザーが新 技 術 にアクセスできるよう，それを手

頃 な価 格 で利 用 でき るよう取 り 組 んできた ，この入 札 によって市 場 競 争 を 更 に促 進 し，よ

りよい利 益 と選 択 の自 由 をもたらすことができる，と述 べた。 

（４）ＭＷＣに参 加 しているヒディ通 信 次 官 は，ピニェラ政 権 期 間 中 （注 ：２０２２年 ３月 ま

で）に５Ｇを実 現 し，チリがラ米 地 域 におけるリーダーであり続 ける，電 気 通 信 市 場 参 入 に

関 心 のある外 国 企 業 に会 う予 定 である，このことはチリが海 外 からの魅 力 的 な投 資 先 で

あり，ラ米 地 域 におけるデジタル・リーダーシップを回 復 させることを示 す，と述 べた。 

（５）国 の周 波 数 政 策 は，その国 のデジタル発 展 に とって重 要 なものである。ＳＵＢＴ ＥＬ

は，昨 年 １０ 月 に 自 由 競 争 擁 護 審 判 所 （TDLC)に 対 し，２ ００９ 年 に制 定 され期 限 を 迎 え

る国 家 周 波 数 計 画 （Nat iona l  Spec t rum  P lan )の改 正 について提 案 している。 

（６）ＳＵＢＴＥＬは，様 々な分 野 における５Ｇ技 術 の開 発 とテストのためのパイロット事 業

の 推 進 を 決 定 し た 。５ Ｇ 技 術 は ， 超 高 速 及 び 低 遅 延 と い った 特 徴 に よ り ， 様 々 な 分 野 で

革 命 をもたらすことが期 待 されており，例 えば，自 動 運 転 やＩｏＴアプリケーションによって，

鉱 業 ，農 業 等 の分 野 で大 きな改 善 をもたらすことになるだろう。 

 

２ 報 道 ぶり（上 記 内 容 と重 複 する部 分 は除 く） 

（１）3 .5GHz帯 を巡 る政 府 と企 業 の争 い 

ア 本 発 表 に関 しては疑 問 もある。チリ政 府 と電 気 通 信 事 業 者 による司 法 上 の争 いが

あ る か ら で あ る 。 そ の マ イ ル ス ト ー ン が ， 2018 年 の SUBTEL に よ る 3.5GHz 帯 の 使 用 凍 結

（注 ：既 に 電 気 通 信 事 業 者 に 割 り 当 てられてい た 同 帯 域 を ，SUBTELが有 効 に 利 用 され

てい な い と し て 使 用 凍 結 され た 事 案 ）であ る 。そ の 数 ヶ 月 後 ， SUBTEL に より 部 分 的 に 使

用 停 止 は解 除 されたが，自 由 競 争 擁 護 審 判 所 （TDLC)において係 争 中 である。 

イ  同 時 並 行 で，チ リ 政 府 は，２ ０ ０ ９ 年 に 制 定 で 期 限 を 迎 え る 国 家 周 波 数 計 画 の 改

正 について，より公 正 な競 争 を行 うため，TDLCに対 して提 案 をしている。 

（２）比 較 審 査 方 式  

ア チリと日 本 の２カ国 は，ＯＥＣＤ諸 国 において，「ビューティコンテスト（比 較 審 査 ）」方

式 を 採 用 している。ＳＵＢＴＥＬでは，財 政 ，技 術 ，導 入 計 画 ，業 界 での経 験 など，一 連 の

基 準 を最 も満 たす者 に周 波 数 を割 り当 てている。ＳＵＢＴＥＬは２０１９年 中 を通 して，割 当

てを検 討 する，と述 べた。 

イ 他 国 は，オ ークシ ョン形 式 ，つ まり 多 額 の応 札 を する者 にそ の周 波 数 を 割 り 当 てる

形 式 を採 用 している。これにより，周 波 数 帯 の市 場 価 格 を把 握 し，公 正 な収 益 を得 ること

が可 能 であるが，その設 計 が適 切 でない場 合 は，非 効 率 的 な割 当 てになり，携 帯 電 話 市

場 分 野 の効 果 的 な競 争 に影 響 を与 える可 能 性 がある。 

 

（１７） チリ APEC2019 のスタート：報 道  
チリ外 務 省 国 際 関 係 総 局 （DIRECON）によると，2004年 にチリがAPECをホストした際 ，

チリ ・APEC間 の貿 易 取 引 額 は290億 米 ド ルだ った のに 対 し，2018年 は980億 米 ドル に 達

した。マテ ィア ス・フランケ DIRECON多 国 間 経 済 局 長 は，FTAがより 競 争 力 のあ る経 済 を

生 み出 すと説 明 し，APEC諸 国 の経 済 は拡 大 し，一 人 あたりGDPも増 えた，と述 べた。さら

に，消 費 者 の購 買 力 は増 大 し，より多 くの財 ・サービスを購 入 している，述 べた。 

2019年 チリ APECでは，200以 上 の 会 議 が 行 われ，約 ２ 万 人 が それらの会 議 に 出 席 す

ると見 込 まれている。２月 23日 から３月 ８日 はSOM1が行 われ，様 々な会 合 が開 催 される。

「フ」局 長 は，SOM1，財 務 省 ・中 央 銀 行 代 表 者 会 合 を 含 め，60以 上 の作 業 部 会 ，13の

ワ ークシ ョッ プ，セミナ ー，エクスカ ーシ ョ ンが開 催 される 予 定 であ り，また ，サンテ リセス保

健 大 臣 ，クエバス女 性 ・ジェンダー平 等 次 官 及 びヒディ通 信 次 官 が出 席 すると述 べた。 

また ，11 月 16 ， 17 日 に は 首 脳 会 合 が 行 わ れ るリ ーダ ー ズ ウ ィ ー クが 開 催 さ れ る 。 2018

年 は米 中 貿 易 戦 争 に よる国 際 的 商 業 取 引 における緊 張 が高 まった年 であったことから，
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不 確 実 性 と 不 安 定 さ を 持 つ 世 界 経 済 シ ナ リ オ の下 ，APECはア ジ ア 太 平 洋 地 域 の 経 済

対 話 と協 力 を推 進 する議 論 を行 うプラットフォームとしてその重 要 性 を増 している，と述 べ

た。 

ジャニェスDIRECON総 局 長 は，保 護 主 義 的 傾 向 の高 まり，多 国 間 経 済 協 力 に対 する

疑 義 によって引 き起 こされる不 確 実 性 が，チリにとって重 要 な課 題 と考 えており，その上 で，

チリがAPECの枠 組 みの中 で地 域 内 の大 規 模 な自 由 貿 易 協 定 を統 合 する役 割 を 果 たし

ていくことが重 要 だ，と述 べた。 

 

（１８） 資 本 財 輸 入 の足 下 増 加 ：報 道  
 【概 要 】 

○資 本 財 輸 入 額 が2019年 2月 15日 までの時 点 で，前 年 から17.7％増 加 となった。 

○資 本 財 増 加 は将 来 の投 資 につながる指 標 として重 要 視 され（投 資 の先 行 指 標 と見

做 される），下 方 修 正 された経 済 成 長 見 通 しに明 るい兆 しを与 えるものとしている。 

○専 門 家 は，投 資 が６～７％増 加 する可 能 性 があるものの，輸 出 が増 えないことにはＧ

ＤＰが増 えないため，根 拠 不 十 分 とする。 

○一 方 で楽 観 的 な専 門 家 は，輸 入 増 の内 訳 をみると，機 械 関 係 の輸 入 が多 く，投 資

の増 加 による持 続 的 成 長 が期 待 されると分 析 する。 

 

経 済 見 通 しが下 方 修 正 されるなか，投 資 に 関 して良 いニュ ースがある。中 央 銀 行 に よ

る と ， 2019 年 1 月 1 日 か ら 2 月 15 日 ま で の 資 本 財 輸 入 額 が 前 年 の 同 じ 時 期 と 比 べ て

17 .7％増 加 （19億 1900万 米 ドル）となった。この値 は2013年 以 来 の増 加 幅 となった。資 本

財 輸 入 額 は投 資 に 対 する先 行 指 標 になり得 るため重 要 であ るが，専 門 家 はこの指 標 だ

けで経 済 見 通 しを好 調 だと判 断 するには不 十 分 とみる。エリク・ハインドル・ガブリエラミス

トラル大 学 教 授 は，投 資 が６～７％成 長 する可 能 性 がある，とする一 方 ，輸 出 が弱 いため，

ＧＤＰの見 通 しを上 方 修 正 するには不 十 分 である，と述 べた。 

一 方 ，エコノミストのトマス・フロレス氏 は，輸 入 の増 加 の一 部 は，Transan t ia go（注 ：サ

ンテ ィアゴ公 共 バス）用 中 国 製 バスの購 入 によるものと説 明 でき るが，その影 響 を 除 い た

値 でみると，13 . 6％となっており，これは昨 年 から続 く投 資 の回 復 が2019年 も続 くことを示

唆 し，米 中 貿 易 摩 擦 の終 了 と堅 調 な投 資 により，成 長 率 見 通 しは大 幅 に上 方 修 正 され

るだろう，と楽 観 的 な意 見 を述 べた。 

統 計 の詳 細 について，バスが同 122％増 の1億 4200万 米 ドル，鉱 業 ・建 設 用 機 械 が同

53 .8％ 増 の 1 億 200 万 米 ドルだ った 。 増 加 率 で言 え ば， 蒸 気 ボ イ ラ ーが 約 800％ 増 で 最 も

大 きい増 加 率 となったが（単 価 が安 いため）全 体 としての額 は1200万 米 ドルにとどまった。

「フ」氏 は，バスの場 合 はアドホックな投 資 と見 做 されるが，機 械 関 係 の増 加 をみると，投

資 増 加 による持 続 的 な経 済 拡 大 の可 能 性 が考 えれる，と述 べた。 

 

（１９） 労 働 改 革 法 案 ：報 道  
【概 要 】 

○モンケベルグ労 働 大 臣 は労 働 改 革 の内 容 について，勤 続 年 数 による報 酬 制 度 の変

更 は含 まれない旨 明 らかにした。 

○改 革 の内 容 は３つの法 案 で構 成 され，３月 下 旬 に両 院 で議 論 される。内 容 は，勤 務

日 の柔 軟 性 向 上 ，労 働 訓 練 制 度 の見 直 し，2016年 の労 働 改 革 の見 直 しである。 

  

政 府 が３月 末 に議 会 に提 出 とみられる労 働 改 革 の内 容 について，27日 ，モンケベルグ

労 働 大 臣 は，勤 続 年 数 による報 酬 制 度 （いわゆる退 職 金 に当 たるもの）の変 更 は含 まれ

ない ことを 明 らかに した。政 府 案 では，これまで退 職 や解 雇 に 限 り報 酬 がもらえることとな

っていたものを，自 己 都 合 退 職 も含 めることとし，一 方 で，もらえる金 額 の積 立 額 が，これ

まで１年 に１か月 分 であったのを半 月 に減 らすというものであった（手 に入 る上 限 金 額 は報
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酬 の11年 分 である点 に変 更 はない）。 

 「モ」大 臣 は，我 々だけでなく，労 働 界 ，政 治 家 全 員 で分 析 する必 要 があるとした上 で，

アイデアは一 旦 議 論 から落 ちた，と説 明 したものの，アイデアはなくなったわけではない，と

述 べたが，いずれにせよ議 論 にあがることはないと思 われる。 

労 働 改 革 の議 論 は今 後 ，３つの法 案 で構 成 され，は３月 第 ３～４週 目 に議 会 に提 出 さ

れるとみられる。１つ 目 が労 働 適 応 性 ，２ つ 目 が生 活 の質 と家 族 の共 同 責 任 問 題 ， これ

に関 しては能 力 ・雇 用 事 業 庁 （Sence：Serv i c io  Nac iona l  de  Capac i t ac ion  y  Emp leo )の

再 編 が含 まれ，３つ目 が労 働 機 関 の近 代 化 と確 実 でより合 法 的 な団 体 交 渉 であり，これ

には2016年 の労 働 改 革 の改 善 が含 まれる。 

各 項 目 の具 体 的 内 容 については以 下 の通 り 

 （１）労 働 適 応 性  

  ・生 産 性 向 上 のため，雇 用 主 と労 働 者 の間 で，現 在 よりも広 い枠 組 みで労 働 日 数

等 を 決 定 す る こ と が で き る 。 生 産 性 向 上 だ け で な く ， 家 族 と の 時 間 を よ り 増 や す こ と が   

できることにもつながる。 

 （２）Senceの再 編  

  ・労 働 者 の雇 用 可 能 性 を 向 上 させるために，現 行 のSenceによる労 働 訓 練 制 度 の

見 直 しを行 う。 

 （３）労 働 機 関 と団 体 交 渉  

  ・2016年 の労 働 法 改 正 の問 題 点 修 正 （ストライキ時 の最 低 限 の操 業 を 可 能 とする

こと，交 渉 団 を法 律 で明 文 化 すること，ストライキの終 了 を明 文 化 すること等 ） 

  ・上 記 を通 じて，労 働 組 合 に加 入 していない労 働 者 への団 体 交 渉 利 益 の裨 益  

 

（２０） 中 国 とのＦＴＡ近 代 化 協 定 発 効 ：チリ外 務 省 プレスリリース  
３月 １日 ，２００６年 に発 効 した中 国 とチリとのＦＴＡに様 々な改 善 策 が盛 り込 まれたＦＴＡ

近 代 化 協 定 が発 効 する。 

近 代 化 には物 品 貿 易 ，原 産 地 規 則 ，関 税 手 続 ，貿 易 円 滑 化 ，競 争 政 策 ，技 術 及 び

経 済 協 力 及 びサービス貿 易 が盛 り込 まれ，さらに新 たな章 として環 境 と電 子 商 取 引 が追

加 された。 

昨 年 ，中 国 との貿 易 額 は４２７．９１億 ドルに達 し，前 年 比 で２４％増 加 した。チリからの

輸 出 は２５２．８７億 ドルで果 実 の輸 出 は前 年 比 で７４％増 加 した。 

 

（２１） 大 手 小 売 業 者 による価 格 カルテル：報 道  
２月 ２１日 に，TDLCが大 手 小 売 (スーパーマーケット）三 社 （Cencosud、Wa lma r t  Ch i le

及 びSMU）に対 し，２００８年 から２０１１年 にかけて，鶏 肉 の販 売 価 格 で価 格 カルテルを行

った疑 いで８０億 ペソの課 徴 金 を課 す旨 裁 定 したことに関 し，ピニェラ大 統 領 は，カルテル

が事 実 であれば，非 常 に深 刻 であり，厳 しい制 裁 を科 さねばならないと述 べた。 

（注 ：①Cencosud ：スーパーマーケット 「JUMBO」を 有 する，?Wa lmar t  Ch i l e ：「L ide r 」，

③SMU：「Un ima rc」）  

バレンテ 経 済 ・ 振 興 ・ 観 光 大 臣 は，これら の行 動 に 対 し遺 憾 の 意 を 表 しつ つ ，このよ う

な行 動 は追 放 しなけ ればならない，と述 べつつ，課 徴 金 の請 求 については最 高 裁 の判 断

を待 つ旨 述 べた。 

消 費 者 保 護 団 体 （Conadecus及 びOdecus）は，消 費 者 に 与 えた 損 害 を 調 査 し，集 団

訴 訟 を 起 こす 意 向 を 表 明 した 。 消 費 者 保 護 庁 （ Sermac）は ， 消 費 者 に よる 集 団 補 償 訴

訟 があ り えるた め， 今 回 の 裁 定 の 確 定 を 待 ってい ると 述 べた 。 加 えて，今 回 の 集 団 訴 訟

は３月 １４日 に施 行 される新 消 費 者 保 護 法 に基 づく最 初 の訴 訟 になるだろうと述 べた。 

産 業 界 からも様 々な反 応 が出 ている。サンティアゴ商 工 会 議 所 は，本 件 は当 初 ，国 家

経 済 監 督 庁 （ FNE ）が 求 めた 制 裁 案 を TDLCが否 認 した 点 を 考 慮 す る 必 要 があ ると 述 べ

た。生 産 商 業 協 会 （CPC）は，また 検 討 を要 する法 的 側 面 が残 っている，と述 べた。製 造
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業 振 興 協 会 （Sofo fa）は，企 業 は最 高 裁 に上 訴 する可 能 性 と権 利 があると述 べた。 

 

（２２） 市 内 バスの半 数 が耐 用 年 数 切 れ間 近 ：報 道  
政 府 の 透 明 性 法 に よ り ト ラ ンサ ンテ ィア ゴ の 運 営 企 業 から 提 供 さ れた デ ー タに よ る と ，

昨 年 12 月 時 点 で 運 用 さ れ て い るバ ス 6,756 台 の う ち ，４ ６ ％ ， 3,119 台 が ２ ０ １ ０ 年 以 前 に

製 造 されたものとなっている。 

カトリカ 大 学 の専 門 家 に よると，バスのサービスのレベ ルを 維 持 するた めに は，メンテ ナ

ンス次 第 では１５年 の稼 働 が可 能 であるとしつつも，製 造 後 １０年 超 の車 両 は更 新 されな

ければならないと提 案 している。そうでなければ，座 席 ，ドア，停 車 ベルの不 備 に利 用 者 は

さらされると述 べている。 

首 都 圏 交 通 局 （DTPM）によると１３年 超 のバスを運 行 することで高 いメンテナンス費 用

と利 用 者 への不 便 が重 要 な点 であるとしつつ，１年 前 から準 備 している入 札 によりバスの

更 新 は進 むであろう，と強 調 した。 

他 方 で昨 年 以 降 徐 々に車 両 の更 新 が始 まっている（当 館 注 ：中 国 の宇 通 客 車 （ユート

ン ） 製 の 100 台 の 電 気 バ ス 導 入 等 （ 往 電 第 １ ４ ６ 号 参 照 ） 。 DTPM に よ る と ２ ０ ２ ０ 年 に は

3,000台 の新 たなバスが導 入 され，２０２１年 には新 たに2,500台 のバスが導 入 される予 定 。

また，車 両 の更 新 のみでなく運 営 や支 払 といった面 を含 むシステム全 体 の段 階 的 な更 新

も今 後 予 定 されている，とDPTMは述 べる。 

 

（２３） チリワイナリーによる日 本 ビールの販 売 開 始 ：報 道  
【概 要 】 

○アサヒスーパードライがチリ有 数 のワイナリーである，サンタ・リタからパッケージ販 売 さ

れる。 

○アサヒ担 当 者 は，寡 占 市 場 となっているプレミアムビール市 場 にアサヒスーパードライ

が参 入 することにより，寡 占 状 態 を打 破 する可 能 性 がある，としている。 

 

（チリで有 名 な）ワイナリーのサンタ・リタは製 品 の多 様 化 に重 点 を置 き，ワインだけでな

く，ピスコやプレミアム ビールの販 売 拡 大 を 始 めた。最 近 では，自 社 の人 気 ブランドであ る

ゴールデンビールとプレミアムグロルシュ（オランダ）とペローニ（イタリア）に加 え，今 年 はア

サヒスーパードライを追 加 して，４缶 で3,990ペソで販 売 される。 

ホセ・アルバレス・アサヒグループ地 域 課 長 は，アサヒスーパードライについて，高 品 質 で

精 錬 された日 本 独 特 のビールで，他 のビールと違 い，ドライな喉 ごし，「カラクチ」として知 ら

れている，と商 品 説 明 をしつつ，アサヒスーパードライは，サンタ・リタに 商 品 多 様 化 を もた

らし，チリに お け るビール市 場 の展 望 を 拡 大 させつつ 競 争 力 を 高 め，寡 占 状 態 の市 場 に

変 化 をもたらすことを期 待 する，２強 状 態 のプレミアムビール市 場 だが，勝 つと信 じている，

と説 明 した。 

 さらに「ア 」氏 は，プレミア ム ビール市 場 は急 速 に 発 展 してい る分 野 であ り，地 元 の 醸

造 業 者 と協 力 する可 能 性 もある，と述 べた。 

 

（２４） 送 電 網 整 備 の遅 延 の原 因 ：報 道  
数 週 間 前 ， 建 設 業 者 （ In te rCh i l e 社 ） は ， 建 設 中 の Cardones-Po lpa i co 送 電 線 の 敷

設 が6月 11日 まで遅 延 する旨 公 表 した。この遅 延 によりエネルギー省 は同 社 に対 し200万

米 ドルを請 求 した。この結 果 ，本 プロジェクトは計 画 より１７か月 遅 延 することになる（往 電

第 ２９４号 参 照 ）。 

し か し ， こ の 状 況 は 異 常 で は な い 。 Rodeo-Chena 送 電 線 計 画 は １ ８ か 月 遅 延 ，

Npga les-Po lpa i so計 画 も同 様 に１８か月 遅 延 するなど，多 くの送 電 線 敷 設 計 画 は遅 れて

いる（記 事 中 表 参 照 ）。 
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エネルギ ー関 連 のコンサルタントは，チリは電 力 消 費 地 と生 産 地 が大 きく離 れてい るこ

とが大 きな課 題 であると述 べている。エネルギー会 社 （Transe lec社 ）は，長 遠 な距 離 を つ

なぐた めに は，多 くの 私 有 地 や 環 境 保 護 地 域 を 通 り ，複 雑 な 交 渉 プロセスを 経 な け れば

ならず，さらに政 府 の許 認 可 も取 得 する必 要 があることから，それらに何 年 もかかることが

ある，と説 明 する。また，環 境 規 制 の複 雑 性 と不 確 実 性 として，たとえ計 画 にかかる環 境

許 認 可 を 取 得 してい たとしても，その規 制 にかかる訴 訟 が提 起 されてい る場 合 が多 く，そ

の場 合 はその訴 訟 の影 響 を受 け規 制 の内 容 を見 直 すことがあり，裁 判 所 は規 制 の見 直

し中 は判 断 を行 わないといったことが多 く見 受 けられるからである，と付 言 する。 

もう一 つの課 題 が地 域 コミュニテ ィからの拒 絶 であ る。事 業 社 はより 早 期 にコミュニ ティ

対 策 に取 り組 むべき，とコンサルタントは示 唆 する。 

2016年 に制 定 された新 たな送 電 事 業 法 は，送 電 ルートを決 めるスタディの新 たな方 法

として「フリンジ調 査 （Estad io  de  f ran ja s）」という方 法 を採 用 した。エネルギー省 からの説

明 では，この方 法 は事 業 リスクを左 右 する重 要 な地 点 を特 定 するための予 備 的 申 請 を受

け 付 け るものであり ，企 業 は最 も時 間 がかかるであろ う地 点 を 予 め特 定 し重 点 的 に 調 査

することができ る，とのことであ る。ただ し，コンサルタント は，フリ ンジ 調 査 に より 不 動 産 投

機 が行 われるかもしれない，と警 告 する。 

 

（２５） ピニェラ政 権 に対 する経 済 政 策 への評 価 ：報 道  
【概 要 】 

○ピニェラ政 権 発 足 から１年 間 のマクロ経 済 及 び財 政 関 連 指 標 をみると，成 長 率 増 加 ，

雇 用 改 善 ，及 び財 政 赤 字 の削 減 と政 府 支 出 の抑 制 がみられた ことから当 地 エコノミスト

からおおむね好 評 価 を得 られている。 

○ し か し ， 経 済 成 長 に 関 し て は 2017 年 が 低 成 長 （ 1.5 ％ ） で あ っ た こ と か ら ， 2018 年 の

４％成 長 見 込 みが果 たして政 権 運 営 に よる成 果 なのかどうかを 見 極 めることが重 要 であ

る。 

○専 門 家 は2018年 の成 長 は銅 価 格 回 復 ， ビジ ネス環 境 改 善 に よるものと分 析 し，今

後 税 制 改 革 の議 論 を 確 実 に進 めることが重 要 との見 解 。より楽 観 的 な見 方 の専 門 家 は，

2018年 の成 長 は投 資 回 復 によるものとした。今 後 ，税 制 改 革 及 び年 金 改 革 の動 向 に注

目 すべき。 

 

政 権 １年 目 は「Bet ter  T imes」のスローガンに沿 って。成 長 率 の増 加 が見 られた。現 政

権 における積 極 的 な財 政 管 理 という共 通 認 識 の下 ，経 済 成 長 と経 済 政 策 における専 門

家 の 意 見 は 分 かれて い る。 統 計 を み る と， 財 政 赤 字 削 減 に つ い ては，2013 年 以 来 最 小

の伸 び幅 となり，増 加 ペースが緩 やかになっている。 

前 向 きな評 価 として，予 算 における公 的 支 出 の抑 制 努 力 がなされたこと，財 政 収 支 改

善 へのコミッ ト メント の維 持 が 挙 げられる。 財 政 目 標 は首 尾 良 く 達 成 された ，との 専 門 家

のコメントがある。一 方 ，保 健 分 野 の支 出 が未 だに過 剰 と考 える，とのコメントもあった。 

一 番 重 要 な評 価 ポイントは経 済 成 長 である。2018年 は４％成 長 の見 込 みだが，この点

について，専 門 家 は，基 本 的 には銅 価 格 の回 復 による景 気 サイ クルの回 復 に よるもので，

過 去 ２年 間 のダイナミックな速 度 での成 長 を見 せた世 界 経 済 および地 域 レベルで信 頼 性

が回 復 した ことに よる ものであ る，としてい る。また ，政 府 が経 済 成 長 に 焦 点 を 当 てた こと

で，ビジ ネ ス環 境 の 改 善 に つ ながった ，とのコメント もあ れば，2018年 前 半 に は 景 気 循 環

の影 響 があり，その後 成 長 が減 速 した ことに対 して政 府 が特 段 対 応 してい ない ，とのコメ

ントがあ るなか，他 の専 門 家 は，（米 中 の）貿 易 摩 擦 が起 きてい るなか，投 資 の増 加 によ

り経 済 成 長 を達 成 した，とのコメントもあった。 

経 済 の成 長 と今 年 の課 題 に対 する対 策 については，専 門 家 の評 価 が異 なる。税 制 改

革 と年 金 改 革 が肝 となり，政 権 ２年 目 に前 進 するだろう，との意 見 もある一 方 ，（改 革 の）

議 論 は見 通 しが立 っていない状 況 であり，まずは議 会 の承 認 に向 けて具 体 的 な提 案 を政
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府 与 党 が行 うことが重 要 ，との意 見 もある。。 

 

 

（２６） １月 経 済 活 動 指 数 ：報 道  
【概 要 】 

○１月 の経 済 活 動 指 数 は鉱 業 部 門 で前 年 同 月 比 ▲4.3％減 ，非 鉱 業 部 門 で同 3.1％，

全 体 では同 2.4％増 となった。 

○民 間 銀 行 によると，低 調 な国 際 経 済 及 び内 需 が原 因 。 

○他 ，エコノミストの分 析 では，１月 にチリ北 部 で豪 雨 が起 きたことから鉱 業 の生 産 に悪

影 響 があったこと，昨 年 が高 成 長 率 であったことのウ ラが出 た ことを 挙 げ，特 殊 な要 因 で

あるとした。 

○一 方 ，非 鉱 業 部 門 は好 調 で，今 後 投 資 の増 加 が成 長 率 を押 し上 げ経 済 成 長 を下

支 えするだろう，とのコメントがみられた。 

 

１ 月 の 経 済 活 動 指 数 （ IMACEC ）は 鉱 業 部 門 で 前 年 同 月 比 ▲4.3％ 減 と なった 。 総 合

では2.4％増 となったが，ブルームバーグによる市 場 予 測 の2.6％を下 回 った。サンタンデー

ル銀 行 によると，あまり活 発 でない国 際 経 済 及 び内 需 面 で特 に消 費 が弱 い点 から，2019

年 は弱 いスタートとなった，とコメントがあった。 

エコノミストは，鉱 業 部 門 の大 幅 な減 少 は特 殊 要 因 に よるものとみており，１ 月 の北 部

豪 雨 やその他 の生 産 減 によるものとしてい る。ネイサン・ピンチ ェイラ・Fynsaエコノミストは，

2018年 は生 産 が好 調 だったことから比 較 高 い数 字 であったことに加 え，いくつかの生 産 業

種 にお い て，メンテナ ンス中 だった ことも影 響 した ，と述 べ，Banch i l e  I nve rs i onesの報 告

書 では，北 部 の大 雨 が鉱 業 の生 産 に影 響 を及 ぼした，とのコメントもあった。 

非 鉱 業 部 門 は，季 節 調 整 値 前 月 比 0.7％増 となった。エコノミストから，非 鉱 業 部 門 の

活 動 は予 測 以 上 に 活 発 で，非 工 業 部 門 は引 き 続 き 経 済 成 長 を 下 支 え し， 投 資 の 増 加

により経 済 成 長 率 も引 き続 き増 加 するだろう，とのコメントがあった。 

 


